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長野市公共施設等総合管理計画
構成（案）

第１章 計画策定の目的
１ 目的
２ 位置づけ
３ 対象期間
４ 対象範囲

第２章 公共施設を取り巻く現状と
課題
１ 人口の状況
２ 財政の状況

第４章 総合的かつ計画的な管理
の基本方針
１ 基本理念（コンセプト）
２ 基本方針（①～④）
３ 施設総量の縮減目標の設定

国の公共施設等総合管理
計画策定指針

・１０年以上の長期にわたる計画とする。

・ ハコモノに限らず、地方公共団体が

所有するすべての公共施設（道路・橋
りょう等を含む）を対象とする。
・公共施設等及び当該団体を取り巻く
現状や将来にわたる見通し・課題を客
観的に把握・分析（公共施設白書）。

（１） 老朽化の状況や利用状況をはじめとした
公共施設等の状況
（２） 総人口や年代別人口についての今後の
見通し（30年程度）
（３） 公共施設等の維持管理 ・修繕 ・更新等

に係る中長期的な経費の見込みやこれらの
経費に充当可能な財源の見込み等

・「公共施設等の現況及び将来の見通
し」を踏まえ、公共施設等の総合的か
つ計画的な管理に関する基本的な方
針を定める（マネジメント指針）。

（１）計画期間における公共施設の数量に
関する目標数値

（２）全庁的な取組体制の構築及び情報管
理・共有方策
（３）現状や課題に関する基本認識

（４）公共施設等の管理に関する基本的な
考え方

①点検・診断等の実施方針
②維持管理・修繕・更新等の実施方針
③安全確保の実施方針
④耐震化の実施方針
⑤長寿命化の実施方針

⑥統合や廃止の推進方針
⑦管理体制の構築方針
（５）フォローアップの実施方針

・施設類型ごとに、その特性を踏まえ、
管理に関する基本的な方針を定める。
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（計画に記載すべき事項等）

第３章 公共施設の全体像
１ 公共施設の現状と課題
２ 将来の改修・更新費用の推計

第５章 施設分類別の管理に関す
る基本的な方針
１学校教育施設～１１インフラ施設

第６章 長寿命化基本計画
１ 長寿命化の必要性
２ 長寿命化の基本方針
３ 長寿命化に伴う費用予測シミュレー

ション

第７章 公共施設再配置計画
１ 再配置計画の方針
２ 施設分類別のアクションプラン
３ 再配置計画の推進

（モデル地区・施設群、PPP/PFI）

資料編
１ 公共建築物保全マニュアル
２ 市民アンケート
３ 公共施設適正化検討委員会



第１章 指針策定の目的
１ 目 的

２ 位置づけ

３ 対象期間

４ 対象範囲

本計画は「公共施設白書」で明らかになった現状と課題、「公共施設マネ
ジメント指針」で示した、基本的な考え方や取組の進め方を踏まえて、長寿
命化の基本的な方針及び公共施設の再配置の方策について定め、これら
を包含する計画を策定し、施設保有量の最適化や長寿命化など、保有す
る公共施設を最適に維持管理し、有効活用を図る取組である「公共施設マ
ネジメント」を全庁的に推進することを目的とする。

■本計画は、平成25年に国が決定された「インフラ長寿命化基本計画」、
及び、平成26年に要請された「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の

推進について」「公共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」に基
づき、長野市の行動計画として策定するもの。
■「長野市第5次総合計画」をはじめ、関連個別計画との整合を図り、各施
策分野における施設面の取組みに関する横断的な基本方針として示す。

■本計画では、本市の保有する全ての公共施設（インフラ施設を含む）の
建物及び土地を対象とする。なお、公共施設の建物については、当面「公
共施設白書」の対象施設とする。

■上下水道局の施設については、公営企業としての独立性の観点から原
則対象外とするが、基本的な考え方を共有し、相互に連携を図る。

3

■本計画の対象期間は、平成29年度～平成38年度の10年間とする。

■本計画は、概ね３～５年ごとに見直しすることを基本とするとともに、歳
入の減少、扶助費等の歳出の増加、国の制度変更など諸状況に変更が
生じた場合は、適宜見直しを行う。



第２章 公共施設を取り巻く現状と課題

１ 人口の状況

２ 財政の状況

１ 公共施設等の現状と課題
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■以下について「公共施設白書」から引用して提示する。
■公共施設分類別の保有量（床面積）
■建築年別の整備状況
■３２地区別の整備状況
■インフラ施設の整備状況（道路、橋りょう、上下水道）

■本市の財政状況（歳入歳出、財政指標等の状況、中核市との比較など）
について提示する。

■人口減少、少子高齢化の
進展について、平成28年に

公表した「長野市人口ビジョ
ン」から引用して提示する。

第３章 公共施設の全体像

２ 将来の改修・更新費用の推計

■以下について「公共施設白書」から引用して提示する。
■公共施設の建物について、今後40年間に必要となる改修・更新費用の
総額は約5,858億円
■施設分類別の改修・更新費用（グラフ）
■インフラ（道路・橋りょう・上下水道）の改修・更新費用は約4,872億円、公
共建物との合計では1兆730億円

■全ての公共施設を将来にわたり維持していくために、この経費を確保し
続けていくことは、極めて難しい。



第４章 総合的かつ計画的な管理の基本方針 5

１ 基本理念

２ 基本方針

将来世代に負担を先送りすることなく、
より良い資産を次世代に引き継いでいく

① 施設総量の縮減 ② 新規整備の抑制
③ 施設の複合化・多機能化の検討
④ 地域特性等を踏まえた施設配置 ⑤広域的な連携

（２） 計画的な保全による長寿命化の推進

① ライフサイクルコストの縮減 ② 長寿命化計画の策定
③ 施設点検マニュアルの策定 ④ 耐震化の推進
⑤ 公共施設整備基金（仮称）創設の検討

（３） 効率的・効果的な管理運営と資産活用

① 施設利用の促進 ② 管理運営の効率化
③ 受益者負担の適正化 ④ 遊休施設等の積極的な利活用

（４） 全庁的な公共施設マネジメントの推進

① 庁内推進体制の強化 ② 財政との連動
③ 施設情報の一元化 ④ 職員意識改革の推進

（１） 施設総量の縮減と適正配置の実現

３ 施設総量の縮減目標の設定
■当面の対応として、今後20年間で20％の延床面積の縮減を目指す。

■オリンピック施設は縮減対象から除外するが、将来の施設のあり方につ
いて検討する。

■以下について「公共施設マネジメント指針」から引用して提示する。



第５章 施設分類別の管理に関する基本的な
方針
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■以下について「公共施設マネジメント指針」から引用して提示する。

第６章 公共施設長寿命化基本計画

■別冊資料参照

第７章 公共施設再配置計画

資料編

■７・８ページ参照

■公共建築物点検マニュアル（施設担当職員用）
■平成26年に実施した公共施設に関する市民アンケート結果の概要
■公共施設適正化検討委員会（開催経過、名簿等）
ほか

施設分類

１ 学校教育施設

２ 生涯学習・文化施設

３ 観光・レジャー施設

４ 産業振興施設

５ 体育施設

６ 保健福祉施設

７ 医療施設

８ 行政施設

９ 市営住宅等

１０オリンピック施設

１１インフラ施設



第７章 公共施設再配置計画① 7

３ 施設分類別のアクションプラン

１ 再配置計画の方針

２ 再配置計画策定に向けた取組

■第一次再配置計画の対象期間と
進捗管理
■延床面積20％縮減目標に向けて、

地域施設を学校へ集約するシミュ
レーションを提示する。

■個別施設の定量的分析・評価の実施
■劣化度・保全度、利用度・運用費用度による１次評価
■設置目的が公益的・私益的、義務的・裁量的による２次評価
■分析評価結果により、個別施設を
継続保全・更新検討・利用検討・用途廃止
に判定・分類
■指針の方向性と分析評価を踏まえた、
施設群別の再配置の検討を行う。

■施設分類別の定量的分析の結果（グラフ）
■地区別の公共施設配置の状況（位置図）
■施設分類別の再配置検討のスケジュール
■再配置検討の方向性
■計画策定済の個別施設の工程表



第７章 公共施設再配置計画② 8

４ 再配置計画の推進

■芋井モデル地区の取組（市民ワークショップの開催、再編検討案）
■市民プールモデル施設群の取組（利用者アンケート、再編検討案）
■他地区・施設群への展開
■市民合意形成の取組
■PPP/PFI優先的検討導入規程等、
民間活力導入

５ 参考資料

■３２地区別公共施設リスト、位置図
■定量的分析の詳細な方法
■先進都市の事例


